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別紙１ 　　　平成１５年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市

整理番号 ３５－１ 事務事業名 農業委員会事務 作成部署 農業委員会事務局 内線８６２

事務区分 □自治事務　　■法定受託事務　 部長職名 池上俊廣 課長職名 無 作成日 平成１５年７月
　事務事業開始年度 Ｈ２６

根拠法令等 農業委員会等に関する法律第６条（所掌事務）
　〃 終了予定年度

○農地法等の厳正執行にあたるとともに、農地流動化による地域農業の再編成、担い手
としての意欲ある農業者の確保・育成を図る。
○地域農業マスタープランに基づき農地の保全を進め、中核的な担い手への農地の利
用集積を行い有効な土地利用を図る。

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

章 力強い産業活動が展開されるまち

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

施策 農地の保全 施策）

○農地の流動化の推進
○農地の転用（農地外）
○農業委員会の定例総会開催

事務事業開始の
きっかけ（導入当
初の目的等）

　農業委員会法が昭和２６年３月に施行され農業委員会等に関する法律第３条により市内に耕作の目
的に供される土地「農地」がある市町村には農業委員会を設置することが法令により定められた。
また、同法第６条各号の事務を行うこととなった。

１　計　画　（プラン）

節 農業

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

対　　象
(誰､又は何を) 農業者・新規就農者及び農地

２　実　施　（ドゥ）

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※補助金等
の場合は団
体等の活動
内容）

１4
年
度
まで

○農地の流動化の推進～H14年度農用地利用集積計画での農地移動は所有権移転1件（1ha）、
賃貸借 35件（64.9ha）   H14年度末の農用地利用集積計画に基づいて継続している利用権設定面
積（ストック：100件 225.4ha）
○農地の転用（農地外）～H12年度（21件 3.5ha）、H13年度（9件　1.9ha）、H14年度（14件 12ha：一
時転用含む）
○農業委員会の定例総会開催～H12年度12回(報告22件・議案33件)、 H13年度12回(報告17件・
議案25件)、H14年度13回(報告12件・議案35件)

15
年
度

【事業費の推移】 （単位：千円）

区　　　　分 １３年度（決算） １４年度（決算） １５年度（予算） １６年度（予定）

直接事業費

国支出金

地方債

429

道支出金 4,491 4,305 4,256 4,200

380

一般財源 4,723 4,255 5,793 6,000

その他特財 434 387

①合　計 9,648 8,989 10,436 10,580

人 　件 　費
（概算）

②人　数（年間） 3.00 3.00 3.00 3.00

③１人当り年間平均人件費 9,235 9,000 9,000

④＝②×③ 27,705 27,000 27,000 27,000

37,353 35,989 37,436

9,000

37,580

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　　　標 指　　　標(算式）
指　　　　　標　　　　　値

１３年度(実績) １４年度(実績) １５年度（目標） １６年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④

活動指標 中核的な担い手への農地利用 36件 36件 40件 45件

（事務事業の
活動量や実
績）

集積面積 89.3ha 65.9ha 70ha 80ha

成果指標 農地の流動化率 13.96% 15.60% 16.00% 16.50%

（目的の達成
度を測るもの
さし）

〔利用集積面積(a)÷農地面積(b)〕 (a)   211.69ｈａ (a)   236.59ｈａ (a)   242.66ｈａ (a)   250.24ｈａ

(b) 1,516.61ｈａ (b) 1,516.61ｈａ (b) 1,516.61ｈａ (b) 1,516.61ｈａ

効率指標 農地利用集積コスト（ha当り） 418千円 546千円 535千円 470千円

（主要活動単
位当たりコスト）

総事業費÷活動指標



整理番号３５－１

３　評　価　（チェック）と改善（アクション）
事務事業を取り巻く
社会環境の変化や
今後の予測・他市町
村の動向等

　農村地域における高齢化の進行や後継者不足など、農業の担い手問題が顕在化するなかで、農地の需給も出し
手の増加に対し、受け手の減少が続き、農地の遊休化が懸念されている状況である。このため魅力ある農業の確
立を基本として認定農業者を中心とした農地の利用集積の推進を図るなど、農地の有効利用対策の充実強化が
望まれている。　また、これに加えて新規就農者、後継者の就農（リターン者）者の就農推進を図る必要がある。

項　　目 判　定 判定の説明や課題 改善の方法
行政関与の妥当性 ■適切

　農業委員会等に関する法律により定
められている事務を行うことになってい
る。

【市が実施すべき事務事
業ですか。市民・企業等
での実施可能性はありま
せんか】

□改善の余地あ
り(⇒改善の方
法記入）

目的の妥当性 ■適切 　農業委員会等に関する法律により定めら
れている事務を行うことになっている。ま
た、農地はかけがえのない財産であること
から農地を良好な状態で次の世代に引き
継いでいくことが必要である。

【社会経済情勢や市民
ニーズの変化などから、
設定した対象や意図は妥
当ですか】

□改善の余地あ
り(⇒改善の方
法記入）

手段の妥当性 ■適切

　　　　　　　　　　　　同　上

　担い手への農地集積、農地の集団
化、将来の地域の農地利用を検討す
る上で農家台帳の電算化、農地地図
情報の電算化を進めるべきである。

【現在の手段は適切です
か。他の手段や委託化な
どの可能性はありません
か】

□改善の余地あ
り(⇒改善の方
法記入）

受益者負担の妥当性 □適切

【受益者負担の適正化の
余地はありませんか】

□改善の余地あ
り(⇒改善の方
法記入）

■該当しない

【有効性と効率性の評価と改善の方法】
項　　目 判　　定 判定の説明や課題 改善の方法
有効性の評価 □十分成果が上がっている

　農業者後継者不足等により農地の遊
休化が進んでいる。

　国が食料自給率45%、耕地面積470万ha
に目標数値を設定したので、それに沿って
農業委員会の任務は優良農地の確保と
有効利用を推進するための諸対策をしっ
かり推進して行くため関係機関と連携して
支援して行く必要がある。

【意図した成
果は上がって
いますか】

□概ね成果が上がっている

■あまり成果が上がっていない

□成果が上がっていない

効率性の評価 □十分効率的
　この事務を進めていく上でこれ以上のコ
ストの節減はできない。これからの農業を
考えれば国、道等の関係機関との連携を
より深めて魅力ある農業を確立して行かな
ければならい。

　　　同　上

【手法は効率
的ですか。コ
スト節減の方
法はありませ
んか】

■概ね効率的

□やや非効率

□かなり非効率

【事務事業担当部局内優先度】
※部局で所管するすべての事務事業の中で、この事務事業の位置づけはどの程度ですか

■Ａ 　　　 □B    　　□C

事務事業担当部局
の総合判定

□拡大・重点化する

４　総合判定と今後の方向性
【１次評価】 　判　　　　定 今後の方向性や改善方法など

【上記３の評価と改
善を踏まえ、今後の
方向性についての総
合判定と改善方法等
を記入】

□見直しの上で継続する

□統合する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□廃止・休止する(検討含む）

□終了

□廃止・休止する(検討含む）

□終了

○農地行政の厳正な執行はもとより農業委員一人ひとりの役割を十
分に発揮して地域農業の持続的な発展に奇与する。
○農業者による自主的な取組みを支援するとともに優良農地の保
全と効果的利用の推進を進めるために関係機関と連携を図る。

■現状のまま継続する

【２次評価】 　判　　　　定 今後の方向性等

行財政構造改革推
進本部の総合判定

□拡大・重点化する

　農地行政の厳正な執行のために業務は必要である。ただし、国に
おいて、「委員会必置の緩和」が議論されているとことから、農業委
員会事務を農政課が行うなどの組織の統合による効率化について
も、今後国の動向を注視しながら検討していくこととする。

■現状のまま継続する

□見直しの上で継続する

□統合する(検討含む）

□縮小する(検討含む）


	農業委員会事務局



